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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】合成樹脂上に感温素子を確実に固着させた感温
構造体を提供する。
【解決手段】感温素子３－１、…、３－１６の各々は、
分子接合層１０１、導電材層１０２、金属層１０３から
なる層構造を有している。熱伝導体２の表面を構成する
合成樹脂と分子接合層１０１の有機化合物とが化学的に
結合しているため、この両者間の接合は強固である。分
子接合層１０１と導電材層１０２とは、有機化合物のア
ンカー効果によって強固に接合している。導電材層１０
２と金属層１０３との接合は電気めっきで強固なものに
なっている。
【選択図】図６
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　合成樹脂からなる表面を有する樹脂筐体（２）と、
　前記表面上に配されて温度が変化すると電気抵抗値が変化する感温素子（３－１、…、
３－１６）とを備え、
　前記合成樹脂と化学的に結合した有機化合物（Ｙ１）にて前記表面上に形成された分子
接合層（１０３）と、
　前記分子接合層上に形成された導電材層（１０２）と、
　前記導電材層の上に形成された金属層（１０３）と、
　を含んで構成され、
　前記金属層の電気抵抗率の温度係数は、前記導電材層の電気抵抗率の温度係数よりも大
きいことを特徴とする感温構造体。
【請求項２】
　前記合成樹脂と前記分子接合層を構成する有機化合物との化学的な結合の構造は、以下
の一般式（ａ）または一般式（ｂ）で表される構造であることを特徴とする請求項１に記
載の感温構造体。
【化２】

 （式中、Ｅは任意の基であり、Ｆはヒドロキシ基またはヒドロキシ基を併せ持った基で
ある。Ｑは、Ｎ３またはＮＲ１（Ｒ２）である。Ｒ１、Ｒ２ は、Ｈ、炭素数が１以上２
４以下の炭化水素基、または－ＲＳｉ（Ｒ’）ｎ（ＯＡ）３－ｎであり、Ｒは炭素数が１
以上１２以下の鎖状の炭化水素基で、Ｒ’は炭素数が１以上４以下の鎖状の炭化水素基で
ある。Ａは、Ｈまたは炭素数が１以上４以下の鎖状の炭化水素基である。ｎは０以上２以
下の整数である。Ｒｐは前記合成樹脂を構成する高分子化合物中で、前記分子接合層の有
機化合物と結合した炭素につながる高分子化合物である。）
【請求項３】
　以下の一般式（ｃ）または一般式（ｄ）で表される通り、前記分子接合層を構成する有
機化合物に含まれるトリアジン環の窒素原子と、前記導電材層を構成する金属原子の一部
とが配位結合していることを特徴とする請求項２に記載の感温構造体。
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【化３】

 （式中、Ｅは任意の基であり、Ｆはヒドロキシ基またはヒドロキシ基を併せ持った基で
ある。Ｑは、Ｎ３またはＮＲ１（Ｒ２）である。Ｒ１、Ｒ２ は、Ｈ、炭素数が１～２４
の炭化水素基、または－ＲＳｉ（Ｒ’）ｎ（ＯＡ）３－ｎであり、Ｒは炭素数が１以上１
２以下の鎖状の炭化水素基で、Ｒ’は炭素数が１以上４以下の鎖状の炭化水素基である。
Ａは、Ｈまたは炭素数が１以上４以下の鎖状の炭化水素基である。ｎは０以上２以下の整
数である。Ｍは金属原子である。Ｒｐは前記合成樹脂を構成する高分子化合物中で、前記
分子接合層の有機化合物と結合した炭素につながる高分子化合物である。）
【請求項４】
　以下の一般式（ｅ）または一般式（ｆ）で表される通り、前記分子接合層を構成する有
機化合物に含まれるヒドロキシ基と、前記導電材層を構成する金属原子の一部とが結合し
ていることを特徴とする請求項２または３に記載の感温構造体。
【化４】

 （式中、Ｍは金属原子である。Ｒｐは前記合成樹脂を構成する高分子化合物中で、前記
分子接合層の有機化合物と結合した炭素につながる高分子化合物である。）
【請求項５】
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　前記感温素子と接続して前記表面上に設けられている配線（６）を備え、
　前記配線は、
　前記合成樹脂と化学的に結合した有機化合物にて前記表面上に形成された分子接合層と
、
　前記分子接合層上に形成された導電材層と、
　前記導電材層の上に形成された金属層と、を含んで構成されることを特徴とする請求項
１ないし４のいずれか１つに記載の感温構造体。
【請求項６】
　前記合成樹脂がポリエーテルエーテルケトンを含むことを特徴とする請求項１ないし５
のいずれか１つに記載の感温構造体。
【請求項７】
　請求項１ないし６のいずれか１つに記載の感温構造体と、
　前記感温素子の前記電気抵抗値に応じて前記樹脂筐体の周囲を流れる風の風速または風
向を算出する算出回路（８）と、を備えた風状態計測装置。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、感温構造体および風状態計測装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来、合成樹脂等の基材上に感温素子を設けるにあたって、スパッターなどにて基材上
に薄膜型の素子を形成することで分子間力にて基材と素子とを接合する技術がある（例え
ば、特許文献１参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特許第３４５６６４７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかし、特許文献１に記載の技術では、球等の曲面上に薄膜を形成すると、基材と薄膜
との密着性が低く皺や割れが発生することがあり、安定して感温素子を形成することは困
難であった。
【０００５】
　本発明は上記点に鑑み、球等の曲面であっても、合成樹脂上に感温素子を確実に固着さ
せた感温構造体を目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記目的を達成するための請求項１に記載の発明は、合成樹脂からなる表面を有する樹
脂筐体と、前記表面上に配されて温度が変化すると電気抵抗値が変化する感温素子とを備
える感温構造体であり、前記感温素子は、前記合成樹脂と化学的に結合した有機化合物に
て前記表面上に形成された分子接合層と、前記分子接合層上に形成された導電材層と、前
記導電材層の上に形成された金属層とを含んで構成され、前記金属層の電気抵抗率の温度
係数は、前記導電材層の電気抵抗率の温度係数よりも大きいことを特徴とする感温構造体
である。
【０００７】
　樹脂筐体の合成樹脂と分子接合層の有機化合物とが化学的に結合しているため、この両
者間の接合は強固である。その分子接合層の上に導電材層が形成され、導電材層の上に金
属層が形成されているので、樹脂筐体と感温素子との密着性は良好、確実である。本発明
は感温素子を確実に固着させた感温構造体を実現している。
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【０００８】
　また金属層の電気抵抗率の温度係数は、導電材層の電気抵抗率の温度係数よりも大きい
ので、感温素子の感度が向上する。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】第１実施形態における車両のエンジンルームにおける風向風速計の配置を示す図
である。
【図２】風向風速計の取り付け形態を示す図である。
【図３】風向風速計の本体部の平面図である。
【図４】図３のＩＶ－ＩＶ断面図である。
【図５】感温素子の拡大図である。
【図６】感温素子の層構造を説明するための断面模式図である。
【図７】算出回路の構成を示す図である。
【図８】第１実施形態における感温素子の製造工程のフローチャートである。
【図９】分子接合層の形成工程で有機化合物Ｙ１を熱伝導体２の表面に吸着させた状態の
説明図である。
【図１０】ナイトレンの形成反応を示す図である。
【図１１】ＣＨ挿入反応を示す図である。
【図１２】分子接合層の形成工程でＰＥＥＫのベンゼン環の一部と有機化合物Ｙ１とが結
合した状態の説明図である。
【図１３】触媒の付与工程によって、パラジウムを分子接合層１０１の有機化合物Ｙ１に
結合させた状態の説明図である。
【図１４】導電材層の形成工程の無電解ニッケルホウ素めっきにより、ニッケルが、パラ
ジウムに置き換わって有機化合物Ｙ１に結合した状態の説明図である。
【図１５】導電材層の形成工程の後半において、ニッケルとホウ素化ニッケルが析出し、
導電材層１０２となる皮膜を形成した状態の説明図である。
【図１６】金属層１０３を形成するための電気ニッケルめっきの工程を示す図である。
【図１７】金属層の形成工程により、導電材層１０２上に金属層１０３を形成した状態の
説明図である。
【図１８】金属層１０３の有無による感温素子の温度係数の差異を示すグラフである。
【図１９】感温素子の温度変化と抵抗値に関して金属層１０３の有無による差異を示すグ
ラフである。
【図２０】感温素子のパターンの変形例（その１）の説明図である。
【図２１】感温素子のパターンの変形例（その２）の説明図である。
【図２２】感温素子のパターンの変形例（その３）の説明図である。
【図２３】感温素子のパターンの変形例（その４）の説明図である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　（第１実施形態）
　以下、第１実施形態について説明する。図１に示すように、風向風速計１は、車両１０
のエンジンルーム１１２内において、エンジン１１４の周囲に複数個配置される。これら
風向風速計１は、すべて同等の構成を有している。以下、これらのうち１つの風向風速計
１の構成について説明する。風向風速計１は、風状態計測装置に対応する。
【００１１】
　図２、図３、図４に示すように、１つの風向風速計１は、本体部２０、１６個の感温素
子３－１、…、３－１６、複数本の配線６、電源回路７、算出回路８、外気温センサ９、
および収容ケース１１を有している。風向風速計１は、風向風速計１の周囲を流れる風の
向きおよび速さを計測し、計測結果を電気信号として出力する。本体部２０は、熱伝導体
２と、支柱４と、ヒータカバー３１と、ヒータ３２と、ヒータ温度センサ３３とを有する
。本体部２０、感温素子３－１、…、３－１６、配線６が、全体として、感温構造体に対
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応する。
【００１２】
　熱伝導体２は、計測すべき方位に対して断面形状が円形となる電気的絶縁体である。具
体的には、熱伝導体２は、合成樹脂製の略球形状の、熱を伝導可能な筐体である。ただし
、熱伝導体２の内部には、熱伝導体２の中心から熱伝導体２の表面まで柱状に伸びる孔３
７が形成されている。熱伝導体２に用いられる材料は、例えば、ポリアミドまたはＰＥＥ
Ｋである。ＰＥＥＫは、ポリエーテルエーテルケトンの略である。
【００１３】
　支柱４は、熱伝導体２の下端部に固定された中空の円筒形状の部材である。具体的には
、支柱４は、図４に示すように、支柱４の内部空間である貫通孔４１と熱伝導体２の孔３
７とが連通した状態で、熱伝導体２に固定されている。この固定により、支柱４は、熱伝
導体２を支える機能を有する。支柱４の他端は収容ケース１１に固定されている。支柱４
の貫通孔４１は収容ケース１１の内部と連通している。
【００１４】
　ヒータカバー３１は、ヒータ３２と、ヒータ温度センサ３３を覆う樹脂製またはセラミ
ック製の部材であり、孔３７の内部に稠密に充填されている。したがって、ヒータ３２、
ヒータ温度センサ３３およびヒータカバー３１は、熱伝導体２の内部、具体的には孔３７
内に配置されている。また、ヒータ３２は略球形状である熱伝導体２の中心部に位置し、
ヒータ温度センサ３３はヒータ３２の近傍に配置されている。このように、孔３７は、ヒ
ータ３２、ヒータ温度センサ３３およびヒータカバー３１を受け入れるために形成された
孔である。
【００１５】
　ヒータ３２は、電源回路７から給電されることで発熱する。例えば、ヒータ３２は、電
熱線で構成されていてもよい。ヒータ３２の発熱によって発生した熱は、熱伝導によりヒ
ータカバー３１、熱伝導体２をこの順に伝わり、熱伝導体２から感温素子３－１、…、３
－１６に熱伝導により伝わる。
【００１６】
　１６個の感温素子３－１、…、３－１６は、図２、図３、図４に示すように、熱伝導体
２の表面に分散して貼り付けられている。これにより、感温素子３－１、…、３－１６は
、裏面で熱伝導体２と接触すると共に、表面で熱伝導体２の周囲を流れる空気（すなわち
外気）に接触する。したがって、感温素子３－１、…、３－１６は、外気と熱伝導により
熱交換することで、外気から熱的に影響を受ける。
【００１７】
　図２、図３に示すように、感温素子３－１、…、３－１６の中心位置は、方位角が２２
．５度ずつずれて０°から３３７．５°まで等間隔で配置されている。また、図２、図３
に示すように、感温素子３－１、…、３－１６の中心位置の各々は、極角が－４５°、０
°、４５°のいずれかに配置されており、かつ、方位角が隣り合う感温素子に対して極角
が４５度ずれて配置されている。また、中心位置の極角が－４５°に配置されている感温
素子と方位角が隣り合う２つの感温素子は、中心位置の極角が０°である。また、中心位
置の極角が４５°に配置されている感温素子と方位角が隣り合う２つの感温素子も、中心
位置の極角が０°である。また、中心位置の極角が０°に配置されている感温素子と方位
角が隣り合う２つの感温素子のうち、一方の感温素子の中心位置の極角が－４５°であり
、他方の感温素子の中心位置の極角が４５°である。
【００１８】
　より具体的には、感温素子３－１、３－５、３－９、３－１３の各々は、中心位置の極
角が－４５°となる。また、感温素子３－２、３－４、３－６、３－８、３－１０、３－
１２、３－１４、３－１６の各々は、中心位置の極角が０°となる。また、感温素子３－
３、３－７、３－１１、３－１５の各々は、中心位置の極角が４５°となる。
【００１９】
　ここで、極角および方位角は、熱伝導体２の中心を中心とする球面座標表示における極
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角θおよび方位角φである。より具体的には、ある方向の極角は、その方向とｚ軸方向が
成す角度であり、その方向の方位角は、その方向をｘ－ｙ平面に射影した方向とｘ軸方向
とが成す角度である。本実施形態では、ｚ軸は、熱伝導体２の中心を通り、図２中上下方
向に伸びる軸であり、ｘ軸は当該中心を通りｚ軸に直交する軸であり、ｙ軸は当該中心を
通りｚ軸およびｘ軸に直交する軸である。また、ｘ－ｙ平面は、ｘ軸とｙ軸とを含む平面
である。
【００２０】
　感温素子３－１、…、３－１６の各々は、図５に示すように蛇行しながら一端から他端
まで伸びている。感温素子３－１、…、３－１６の各々は、図６に示すように熱伝導体２
の表面上に形成された分子接合層１０１と、分子接合層１０１上に形成された導電材層１
０２と、導電材層１０２の上に形成された金属層１０３とからなる層構造を有している。
なお、分子接合層１０１、導電材層１０２および金属層１０３の詳細については後述する
。
【００２１】
　感温素子３－１、…、３－１６の各々は、通電されると発熱する電気抵抗であるが、そ
の発熱量は、ヒータ３２の発熱量に比べると無視できるほど小さい。したがって、感温素
子３－１、…、３－１６は、熱伝導体２の周囲を流れる空気以外に由来して当該空気から
伝わる熱以外の熱によって、具体的には、ヒータ３２によって生成されてヒータカバー３
１、熱伝導体２を伝導した熱によって、温度上昇する。感温素子３－１、…、３－１６に
用いられる金属は、温度が上昇するにつれて電気抵抗値（以下、単に抵抗値ともいう）が
増大する。つまり、感温素子３－１、…、３－１６は、自己の温度に応じて電気的特性す
なわち抵抗値が変化する。例えば、感温素子３－１、…、３－１６は、温度が上昇すると
抵抗値が高くなる。
【００２２】
　図２、図３、図７に示すように、配線６は感温素子３－１、…、３－１６を直列に接続
すると共に、感温素子３－１、…、３－１６の各々を算出回路８に接続する導線である。
配線６の一部は、感温素子３－１、…、３－１６の両端から伸びて熱伝導体２の表面に配
置され、熱伝導体２の表面に沿って伸びる。配線６の残りの一部は、図４に示すように、
熱伝導体２と支柱４の隙間から熱伝導体２の内部に入り、支柱４の貫通孔４１を経て収容
ケース１１の内部に引き込まれている。収容ケース１１の内部には算出回路８が収容され
ており、配線６は算出回路８に接続されている。
【００２３】
　外気温センサ９は、本体部２０の近傍に配置され、収容ケース１１の外面に取り付けら
れている。外気温センサ９は、エンジンルーム１１２内かつ本体部２０の周囲の空気の温
度（すなわち外気温）に応じた電気信号を算出回路８に出力するセンサである。
【００２４】
　ヒータ温度センサ３３は、ヒータ３２の近傍に配置されているため、ヒータ３２の温度
に応じた電気信号を出力できる。このヒータ温度センサ３３の電気信号も算出回路８に入
力される。
【００２５】
　電源回路７はヒータ３２に給電するための回路基板であり、収容ケース１１に収容され
ている。電源回路７とヒータ３２とは給電ケーブル３４を用いて接続されている。電源回
路７はヒータ３２に給電する電力を変化させることにより、ヒータ３２の発熱量を変化さ
せることができる。言うまでもないが、給電しないことすなわちヒータ３２の発熱量を０
とすることも可能である。電源回路７は算出回路８に接続されており、算出回路８による
制御を受ける。
【００２６】
　算出回路８は、図７に示すように、１６個の電圧計Ｖ１、…、Ｖ１６、処理部８１、電
流源８２を有している。電圧計Ｖ１、…、Ｖ１６は、感温素子３－１、…、３－１６に、
この順に一対一に対応している。電圧計Ｖ１、…、Ｖ１６の各々から、対応する感温素子
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の両端間の電圧に応じた信号が、処理部８１に入力される。
【００２７】
　このように、電圧計Ｖ１、…、Ｖ１６の各々は、対応する感温素子に及ぼされる電流お
よび電圧のうち一方の電気的物理量（すなわち電圧）を検出する電気的物理量計である。
そして、電流源８２は、感温素子３－１、…、３－１６に及ぼされる電流および電圧のう
ち上記一方の電気的物理量（すなわち電圧）とは異なる他方の電気的物理量（すなわち電
流）を制御する電源である。
【００２８】
　処理部８１は、ＣＰＵ、ＲＡＭ、ＲＯＭ等を備えた周知のマイクロコンピュータである
。ＣＰＵは、ＲＯＭに記録されたプログラムを実行し、その際にＲＡＭを作業領域として
使用する。ＣＰＵがプログラムを実行することにより、処理部８１が後述する種々の処理
を実行する。
【００２９】
　電流源８２は、感温素子３－１、…、３－１６に所定の電流を供給する回路である。電
流源８２から供給される電流の電流値は、処理部８１によって制御可能となっている。
【００３０】
　収容ケース１１は、上述のように電源回路７および算出回路８を収容するとともに本体
部２０および外気温センサ９を保持している。そして、収容ケース１１は、風向風速計１
をエンジンルーム１１２に取り付けるためにも使用されている。
【００３１】
　以上のような構成の風向風速計１の作動について、以下説明する。算出回路８の処理部
８１は、感温素子３－１、…、３－１６に所定の一定電流値の電流が供給されるよう、電
流源８２を制御する。これにより、電流源８２は、一定の電流値の電流を感温素子３－１
、…、３－１６に供給する。
【００３２】
　また、処理部８１は、上述のように電流源８２を制御している期間中に、電圧計Ｖ１、
…、Ｖ１６から入力された信号に基づいて、感温素子３－１、…、３－１６の両端に印加
された１６個の電圧値を繰り返し定期的に（例えば１秒に１回）特定する。
【００３３】
　そして処理部８１は、１６個の電圧値を特定する度に、これら電圧値に基づいて、感温
素子３－１、…、３－１６の各々の温度を特定する。具体的には、処理部８１は、感温素
子３－１、…、３－１６の各々について、当該感温素子の両端に印加された電圧値と、上
述の一定電流値に基づいて、当該感温素子の抵抗値を算出する。そして処理部８１は、算
出した抵抗値を、ＲＯＭにあらかじめ記録されている抵抗値－温度テーブルに適用するこ
とで、当該感温素子が当該抵抗値を示すときの当該感温素子の温度を特定する。抵抗値－
温度テーブルは、抵抗値と、感温素子３－１、…、３－１６が当該抵抗値を示すときの当
該感温素子の温度との対応関係を表すデータである。
【００３４】
　また処理部８１は、感温素子３－１、…、３－１６の各々の温度を特定する度に、外気
温センサ９からの信号に基づいて外気温を特定し、特定した外気温と感温素子３－１、…
、３－１６の温度に基づいて、風向および風速を算出する。
【００３５】
　具体的には、処理部８１は、感温素子３－１、…、３－１６の温度の平均値を算出し、
算出した平均値と外気温との差の絶対値が大きいほど風速が大きくなるよう、風速を決定
する。
【００３６】
　また、処理部８１は、感温素子３－１、…、３－１６の周囲の風向を、以下のような方
法で導出する。処理部８１は、まず、１６個の感温素子３－１、…、３－１６の温度のう
ち、低いものから順に５個の温度Ｔｘ１、Ｔｘ２、Ｔｘ３、Ｔｘ４、Ｔｘ５を抽出する。
ここでは、温度Ｔｘ１、Ｔｘ２、Ｔｘ３、Ｔｘ４、Ｔ５は少なくとも１つの値（例えばす
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べての値）が異なる値であるとする。
【００３７】
　続いて処理部８１は、抽出した５つの温度に基づいて、風向を算出する。算出方法は、
感温素子３－１、…、３－１６の各々の温度Ｔｓが以下の式（１）のように極角θ、方位
角φの関数で近似されることを利用する。
Ｔｓ＝ａ×θ２＋ｂ×φ２＋ｃ×θ＋ｄ×φ＋ｅ　　（１）
ここで、Ｔｓは、対象となる感温素子の温度、θおよびφは当該感温素子の中心位置の極
角および方位角である。またａ、ｂ、ｃ、ｄ、ｅは定数である。
【００３８】
　具体的には、処理部８１は、温度Ｔｘ１、Ｔｘ２、Ｔｘ３、Ｔｘ４、Ｔｘ５を示した感
温素子について、温度、中心位置の極角、中心位置の方位角の３つの値を上記式（１）に
代入する。それにより、ａ、ｂ、ｃ、ｄ、ｅに関する５つの連立方程式（２）、（３）、
（４）、（５）、（６）を得る。
Ｔｘ１＝ａ×θ１２＋ｂ×φ１２＋ｃ×θ１＋ｄ×φ１＋ｅ　　（２）
Ｔｘ２＝ａ×θ２２＋ｂ×φ２２＋ｃ×θ２＋ｄ×φ２＋ｅ　　（３）
Ｔｘ３＝ａ×θ３２＋ｂ×φ３２＋ｃ×θ３＋ｄ×φ３＋ｅ　　（４）
Ｔｘ４＝ａ×θ４２＋ｂ×φ４２＋ｃ×θ４＋ｄ×φ４＋ｅ　　（５）
Ｔｘ５＝ａ×θ５２＋ｂ×φ５２＋ｃ×θ５＋ｄ×φ５＋ｅ　　（６）
処理部８１は、この連立方程式を解いてａ、ｂ、ｃ、ｄ、ｅを算出する。そして、算出し
たａ、ｂ、ｃ、ｄ、ｅを式（１）に代入し、更に式（１）の１階全微分がゼロになるθ、
φを算出する。処理部８１は、算出したθ、φの位置から熱伝導体２の中心に向かう方向
を、風向として決定する。
【００３９】
　（感温素子の詳細）
　感温素子３－１、…、３－１６の各々は、上述したように分子接合層１０１、導電材層
１０２および金属層１０３の層構造を有している。その層構造の詳細について、製造工程
に従って説明する。
【００４０】
　図８に示すように、感温素子３－１、…、３－１６の製造工程は、合成樹脂の洗浄、分
子接合層の形成、触媒の付与、導電材層の形成、金属層の形成という各工程からなる。
【００４１】
　合成樹脂の洗浄工程は、ステップＳ１、Ｓ２、Ｓ３を有する。先ずステップＳ１で、熱
伝導体２を構成している合成樹脂（ＰＥＥＫ）の加工応力除去として、熱伝導体２を１５
０℃にて５分間保持する。次にステップＳ２で、アセトンを用いた超音波洗浄を１０分間
行うことで、熱伝導体２の表面の脱脂を行う。そしてステップＳ３で、コロナ放電処理に
より熱伝導体２の表面を改質する。
【００４２】
　続く分子接合層の形成工程では、ステップＳ４で、熱伝導体２の表面に、分子接合層を
構成するための有機化合物を化学的に結合させる処理が行われる。本実施形態においては
、図９に示す構造の有機化合物Ｙ１を溶質としている有機溶剤中に熱伝導体２を浸漬し、
上記改質された熱伝導体２の表面に有機化合物Ｙ１を吸着させた後、熱伝導体２を引き揚
げて乾燥させる。
【００４３】
　ステップＳ４では次に、その熱伝導体２の表面に紫外線を照射する。すると、図１０に
示すように、アジド基に紫外線Ｈνが当たることで、有機化合物Ｙ１のアジド基の一部か
らＮ２が遊離しナイトレンが形成される。そして、図１１に示すように、そのナイトレン
が、ＰＥＥＫ中のＣ－Ｈ結合の水素を引き剥がして当該水素に結合し、さらに、そのナイ
トレンの余った電子と炭素の電子が対となって共有結合する。すなわちＣＨ挿入反応が起
こる。ナイトレンの反応性が強いので、樹脂内にあるすべてのＣＨ結合が選択対象になる
。この反応によって、図１２に示すように、ＰＥＥＫのベンゼン環の一部と有機化合物Ｙ
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１とが結合する。その結果、熱伝導体２の表面に有機化合物Ｙ１による分子接合層１０１
が形成される。
【００４４】
　次の触媒の付与工程はステップＳ５、Ｓ６を有する。ステップＳ５では、触媒としての
パラジウム（Ｐｄ）を分子接合層１０１の有機化合物Ｙ１に結合させるために、熱伝導体
２を塩化パラジウム（ＰｄＣｌ２）の水溶液に１分間浸漬する。続くステップＳ６では、
有機化合物Ｙ１とパラジウムとの結合促進を目的として、パラジウムの水溶液から取り出
した熱伝導体２を１５０℃にて５分間保持する。この工程を経ることにより、図１３に示
すように有機化合物Ｙ１のトリアジン環の窒素原子が電子対を供与してパラジウムと配位
結合し、ヒドロキシ基の水素との置換にてパラジウムがイオン結合する。このパラジウム
の付与は次の導電材層の形成工程での反応性を上げるために行われる。
【００４５】
　その導電材層の形成工程はステップＳ７、Ｓ８を有する。ステップＳ７では、分子接合
層１０１上に導電材層１０２を形成するために熱伝導体２をめっき液に浸漬して無電解ニ
ッケルホウ素めっきを行う。
【００４６】
　この無電解ニッケルホウ素めっきでは、先ず下記の化学式（８）に示す反応により、め
っき液のニッケル（Ｎｉ）が、触媒の付与工程で有機化合物Ｙ１に付与されたパラジウム
に替わって、図１４に示すように有機化合物Ｙ１に結合する。すなわち、トリアジン環の
窒素原子が電子対を供与してニッケルと配位結合し、ヒドロキシ基の水素と置換した形態
でニッケルがイオン結合する。
Ｐｄ＋Ｎｉ２＋→Ｐｄ２＋＋Ｎｉ       （８）
　ステップＳ７では続いて、有機化合物Ｙ１に結合したニッケルを起点として、ニッケル
とホウ素化ニッケルが析出し、導電材層１０２となる皮膜を形成する。その析出反応は下
記の化学式（９）、（１０）、（１１）に示す反応によってなされる。
３Ｎｉ２＋＋（ＣＨ３）２ＮＨＢＨ３＋Ｈ２Ｏ→３Ｎｉ＋Ｈ３ＢＯ３＋（ＣＨ３）２Ｈ２

Ｎ＋＋５Ｈ＋　（９）
４Ｎｉ２＋＋２（ＣＨ３）２ＮＨＢＨ３＋３Ｈ２Ｏ→２Ｎｉ＋ＮｉＢ＋Ｈ３ＢＯ３＋２Ｈ
Ｎ＋＋６Ｈ＋　（１０）
（ＣＨ３）２ＮＨＢＨ３＋３Ｈ２Ｏ→Ｈ３ＢＯ３＋（ＣＨ３）２Ｈ２Ｎ＋＋３Ｈ２　（１
１）
　すると、図１５に示すように、ニッケルとホウ素化ニッケルにて形成された導電材層１
０２の内部に有機化合物Ｙ１が入り込んだ構造が生じる。この有機化合物Ｙ１の入り込み
、化学的に結合することで分子接合層１０１と導電材層１０２とが強固に接合する。（１
０）の反応によって生成されるホウ素化ニッケルは不純物である。このような不純物がニ
ッケル等の金属に含まれていると、当該金属の電気抵抗率の温度係数が低下する。すなわ
ち、単位温度変化量あたりの電気抵抗値の変化量の絶対値が低下する。無電解ニッケルホ
ウ素めっきが済んだ後は、ステップＳ８で、熱伝導体２をめっき液から揚げて、めっきに
伴う残留応力を除去するために１５０℃にて５分間保持する。
【００４７】
　次の金属層の形成工程は、ステップＳ９を含む。ステップＳ９では、電気ニッケルめっ
きによって導電材層１０２上にニッケルの皮膜である金属層１０３を形成する。この電気
ニッケルめっきは、図１６に示すように、電解液には硫酸ニッケル（ＮｉＳＯ４）水溶液
を使用し、熱伝導体２に形成された導電材層１０２を陰極、ニッケル板を陽極として行わ
れる。これにより、図１７に示すように、導電材層１０２上にニッケルが析出し金属層１
０３を形成する。陰極となる導電材層１０２上にはニッケルのみが析出するので、金属層
１０３となる被膜には不純物が含まれない。すなわち、金属層１０３は導電材層１０２よ
りもニッケルの純度が高い。電気ニッケルめっきにて導電材層１０２上に金属層１０３を
形成するので、両者の接合は強固なものになる。
【００４８】
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　こうした工程を経ることにより、熱伝導体２の表面に分子接合層１０１、導電材層１０
２および金属層１０３の層構造が形成される。そして、感温素子３－１、…、３－１６と
なるパターン（図５参照）および配線６となるパターンが残るように、熱伝導体２の表面
部分をエッチング処理することで、図２、図３に示す通りの感温素子３－１、…、３－１
６および配線６が熱伝導体２の表面に設けられる。
【００４９】
　上記の通り、熱伝導体２の表面を構成する合成樹脂（ＰＥＥＫ）と分子接合層１０１の
有機化合物Ｙ１とが化学的に結合しているため、この両者間の接合は強固である。その分
子接合層１０１の上に無電解めっきにより導電材層１０２が形成されているが、導電材層
１０２の内部に有機化合物Ｙ１が入り込み、配位結合、イオン結合によって分子接合層１
０１と導電材層１０２とが強固に接合している。さらに、導電材層１０２の上に電気めっ
きにて金属層１０３を形成しているので、導電材層１０２と金属層１０３との接合は強固
なものになっている。
【００５０】
　また、熱伝導体２の表面に配された配線６も、感温素子３－１、…、３－１６と同工程
で設けられ、感温素子３－１、…、３－１６と同じ層構造を有するので、熱伝導体２と配
線６との密着性も良好、確実である。
【００５１】
　さて、感温素子３－１、…、３－１６において単に導電性のみを要するのであれば、導
電材層１０２のみにて十分といえる。しかしながら、本実施形態にあっては導電材層１０
２の上に金属層１０３を設けている。その理由は以下の通りである。
【００５２】
　導電材層１０２を形成するための無電解ニッケルホウ素めっきの説明で述べ、図１５に
も示したように、無電解ニッケルホウ素めっきでは、ニッケルだけでなくホウ素化ニッケ
ルも析出し、導電材層１０２となる皮膜中に残留する。導電材層１０２中に不純物として
ホウ素が存在すると、導電材層１０２の電気抵抗率の温度係数が小さい。そのため、温度
が上昇するにつれて電気抵抗値が増大するという、感温素子３－１、…、３－１６に要求
される特性を満たすことができない場合がある。つまり、導電材層１０２のみで金属層１
０３を有さない構成であっては、感温素子３－１、…、３－１６としての機能が金属層１
０３を有する構成に比べて低い。
【００５３】
　そこで、本実施形態にあっては導電材層１０２の上に、ニッケルの純度が導電材層１０
２よりも高い金属層１０３を設けている。これにより、導電材層１０２の上に、電気抵抗
率の温度係数が導電材層１０２の電気抵抗率の温度係数よりも大きい、金属層１０３が設
けられる。その効果は図１８、図１９に示す通りであり、金属層１０３を設けた方が温度
係数が大きく、感温素子の温度上昇に伴って抵抗値が増加する変化率も十分に大きい。こ
のように、金属層１０３を設けたことで、感温素子３－１、…、３－１６に要求される電
気的特性を満たしている。
【００５４】
　（他の実施形態）
　なお、本発明は上記した実施形態に限定されるものではなく、特許請求の範囲に記載し
た範囲内において適宜変更が可能である。また、また、上記実施形態において、実施形態
を構成する要素は、特に必須であると明示した場合および原理的に明らかに必須であると
考えられる場合等を除き、必ずしも必須のものではない。また、上記実施形態において、
実施形態の構成要素の個数、数値、量、範囲等の数値が言及されている場合、特に必須で
あると明示した場合および原理的に明らかに特定の数に限定される場合等を除き、その特
定の数に限定されるものではない。特に、ある量について複数個の値が例示されている場
合、特に別記した場合および原理的に明らかに不可能な場合を除き、それら複数個の値の
間の値を採用することも可能である。また、上記実施形態において、構成要素等の形状、
位置関係等に言及するときは、特に明示した場合および原理的に特定の形状、位置関係等
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に限定される場合等を除き、その形状、位置関係等に限定されるものではない。また、本
発明は、上記実施形態に対する以下のような変形例も許容される。なお、以下の変形例は
、それぞれ独立に、上記実施形態に適用および不適用を選択できる。すなわち、以下の変
形例のうち明らかに矛盾する組み合わせを除く任意の組み合わせを、上記実施形態に適用
することができる。
【００５５】
　（感温素子のパターンの変形例）
　感温素子３－１、…、３－１６のパターンとして、上記実施形態では規矩状に蛇行する
形態を示しているが、以下の各例のような変形例も可能である。
【００５６】
　まず、図２０に示すようにコの字状のパターンにすることもできる。このようなパター
ンであると形成が容易であり、また直線部の長手方向の応力に対して耐性が高い。
【００５７】
　また、実施形態と同様に蛇行する形態であっても、図２１に示すように折り返し部分を
円弧状にすることもできる。実施形態も本変形例も感温素子としての回路長を長くして抵
抗値を大きくできる点は同じであるが、本変形例は折り返し部分を円弧状にしたので応力
が集中し難いという利点がある。
【００５８】
　或いは、図２２、図２３に示すように渦巻き状にすることも可能である。渦巻き状にす
ると、回路長を長くして抵抗値を大きくでき、全体的に応力が集中し難くなる。特に、図
２３の例のように、渦巻きの中心部の円弧の内径Ｒが線幅Ｗよりも大きい構成にすると、
中心部での２つの渦線の接続が滑らかになり、この部分での応力の集中を避けることがで
きる。
（表面保護の変形例）
　上記実施形態では感温素子３－１、…、３－１６の表面は金属層１０３、つまりニッケ
ルである。ニッケル自体も錆に対する耐性はあるものの、例えば、金や白金などの貴金属
層を金属層１０３に積層して防錆効果を高めることができる。この構成は、金属層１０３
が耐錆性に優れない金属の場合には特に有効である。
【００５９】
　また、感温素子の表面を、或いは熱伝導体２の表面全域を、非金属の絶縁体膜によって
被覆することも可能である。こうした被覆により異物との接触などによる損傷を防止でき
る。
（分子接合層を構成する有機化合物）
　実施形態では図９に構造式を示す有機化合物Ｙ１を用いているが、実施形態における説
明からも明らかなとおり、
（１）ナイトレンを生じて合成樹脂中の炭素と結合するためのアジド基、
（２）金属原子と配位結合するためのトリアジン環、
（３）金属原子とイオン結合するためのヒドロキシ基またはヒドロキシ基を保持する基を
有する有機化合物であればよく、具体的には、以下の一般式（ｇ）で表される構造の有機
化合物であれば採用できる。
【００６０】
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【化１】

【００６１】
　ただし、この化学式中、Ｅは任意の基であり、Ｆはヒドロキシ基またはヒドロキシ基を
併せ持った基である。Ｑは、Ｎ３またはＮＲ１（Ｒ２）である。Ｒ１、Ｒ２ は、Ｈ、炭
素数が１以上２４以下の炭化水素基、または－ＲＳｉ（Ｒ’）ｎ（ＯＡ）３－ｎである。
Ｒは炭素数が１以上１２以下の鎖状の炭化水素基で、Ｒ’は炭素数が１以上４以下の鎖状
の炭化水素基である。Ａは、Ｈまたは炭素数が１以上４以下の鎖状の炭化水素基である。
ｎは０以上２以下の整数である。Ｒ１とＲ２ とは同一でも異なるものでもよい。）
　この一般式（ｇ）で表す有機化合物を用いた場合、合成樹脂と分子接合層を構成する有
機化合物との化学的な結合の構造は、以下の一般式（ａ）または一般式（ｂ）で表される
構造となる。その場合も、合成樹脂と分子接合層の有機化合物とが化学的に結合するため
、この両者間の接合は強固である。
【００６２】

【化２】

【００６３】
　ただし、この化学式中、Ｅは任意の基であり、Ｆはヒドロキシ基またはヒドロキシ基を
併せ持った基である。Ｑは、Ｎ３またはＮＲ１（Ｒ２）である。Ｒ１、Ｒ２ は、Ｈ、炭
素数が１以上２４以下の炭化水素基、または－ＲＳｉ（Ｒ’）ｎ（ＯＡ）３－ｎである。
Ｒは炭素数が１以上１２以下の鎖状の炭化水素基である。Ｒ’は炭素数が１以上４以下の
鎖状の炭化水素基である。Ａは、Ｈまたは炭素数が１以上４以下の鎖状の炭化水素基であ
る。ｎは０以上２以下の整数である。Ｒ１とＲ２とは同一でも異なるものでもよい。Ｒｐ

は前記合成樹脂を構成する高分子化合物中で、前記分子接合層の有機化合物と結合した炭
素につながる高分子化合物である。
【００６４】
　また、導電材層の金属原子と分子接合層を構成する有機化合物とは、以下の一般式（ｃ
）または一般式（ｄ）に表す通り、トリアジン環の窒素原子と導電材層の金属原子とが配
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の効果が得られる。
【００６５】
【化３】

【００６６】
　ただし、この化学式中、Ｅは任意の基であり、Ｆはヒドロキシ基またはヒドロキシ基を
併せ持った基である。Ｑは、Ｎ３またはＮＲ１（Ｒ２）である。Ｒ１、Ｒ２ は、Ｈ、炭
素数が１以上２４以下の炭化水素基、または－ＲＳｉ（Ｒ’）ｎ（ＯＡ）３－ｎである。
Ｒは炭素数が１以上１２以下の鎖状の炭化水素基である。Ｒ’は炭素数が１以上４以下の
鎖状の炭化水素基である。Ａは、Ｈまたは炭素数が１以上４以下の鎖状の炭化水素基であ
る。ｎは０以上２以下の整数である。Ｒ１とＲ２ とは同一でも異なるものでもよい。Ｍ
は金属原子である。Ｒｐは前記合成樹脂を構成する高分子化合物中で、前記分子接合層の
有機化合物と結合した炭素につながる高分子化合物である。
【００６７】
　或いは、以下の一般式（ｄ）または一般式（ｅ）に表すように、ヒドロキシシリル基の
水素との置換にて金属原子（実施形態ではニッケル）がイオン結合するだけであっても、
導電材層と分子接合層との接合強さは十分で、実施形態と同等の効果が得られる。
【００６８】
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【化４】

【００６９】
　この化学式中、Ｅは任意の基であり、Ｆはヒドロキシ基またはヒドロキシ基を併せ持っ
た基である。Ｑは、Ｎ３またはＮＲ１（Ｒ２）である。Ｒ１、Ｒ２ は、Ｈ、炭素数が１
以上２４以下の炭化水素基、または－ＲＳｉ（Ｒ’）ｎ（ＯＡ）３－ｎである。Ｒは炭素
数が１以上１２以下の鎖状の炭化水素基である。Ｒ’は炭素数が１以上４以下の鎖状の炭
化水素基である。Ａは、Ｈまたは炭素数が１以上４以下の鎖状の炭化水素基である。ｎは
０以上２以下の整数である。Ｒ１とＲ２ とは同一でも異なるものでもよい。Ｍは金属原
子である。Ｒｐは前記合成樹脂を構成する高分子化合物中で、前記分子接合層の有機化合
物と結合した炭素につながる高分子化合物である。
【００７０】
　言うまでもないが、実施形態のようにトリアジン環の窒素原子と導電材層の金属原子と
が配位結合しており、かつヒドロキシ基またはヒドロキシ基を併せ持った基の水素との置
換にて金属原子（実施形態ではニッケル）がイオン結合している構造であると、導電材層
と分子接合層との接合強さは極めて良好である。
【００７１】
　なお、有機化合物と結合する導電材層の金属原子は、実施形態で示したニッケルに限る
ものではない。分子接合層上に導電材層を形成する手法も、無電解めっきに限るものでは
ない。
【００７２】
　また、分子接合層を構成する有機化合物と結合する合成樹脂としてＰＥＥＫを示したが
、これに限るものではない。実施形態では有機化合物Ｙ１とベンゼン環の炭素とが結合す
る例を示したが、有機化合物が結合する相手方の炭素はベンゼン環の炭素に限るものでは
なく、６員環以外の環に含まれる炭素であってもよいし、鎖状構造の中の炭素であっても
よい。
【００７３】
　また、上記実施形態において、導電材層１０２を分子接合層１０１に接合させる場合に
、不純物としてホウ素化ニッケルが例示されている。しかし、導電材層１０２を分子接合
層１０１に接合させる場合に不純物として残留し、導電材層１０２の電気抵抗率の温度係
数を低下させるものは、ホウ素化ニッケルに限らない。例えば、導電材層１０２を分子接
合層１０１の組成によっては、リンも同様の不純物として残留する場合がある。
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　また、上記実施形態における感温素子３－１、…、３－１６は、自己の温度が上昇する
と電気抵抗値が上昇するが、自己の温度が上昇すると電気抵抗値が下降するようになって
いてもよい。
【００７５】
　感温素子３－１、…、３－１６の各々は、通電されると発熱する電気抵抗であるが、そ
の発熱量は、ヒータ３２の発熱量に比べると無視できるほど小さい。したがって、感温素
子３－１、…、３－１６は、熱伝導体２の周囲を流れる空気以外に由来して当該空気から
伝わる熱以外の熱によって、具体的には、ヒータ３２によって生成されてヒータカバー３
１、熱伝導体２を伝導した熱によって、温度上昇する。感温素子３－１、…、３－１６に
用いられる金属は、温度が上昇するにつれて電気抵抗値（以下、単に抵抗値ともいう）が
増大する。つまり、感温素子３－１、…、３－１６は、自己の温度に応じて電気的特性す
なわち抵抗値が変化する。例えば、感温素子３－１、…、３－１６は、温度が上昇すると
抵抗値が高くなる。
【００７６】
　また、上記実施形態における算出回路８の処理部８１は、風向と風速の両方を算出する
ようになっているが、風向のみを算出してもよいし、風速のみを算出してもよい。
【００７７】
　また、処理部８１は、感温素子３－１、…、３－１６の抵抗値から温度を算出し、算出
した温度の平均値と外気温の差から風速を算出している。しかし、必ずしもこのようにな
っていなくてもよい。例えば、処理部８１は、抵抗値感温素子３－１、…、３－１６の温
度の平均値と外気温の差が一定になるようにヒータ３２の温度をフィードバック制御し、
そのヒータ３２の発熱量に応じて風速を算出してもよい。その場合でも、処理部８１は、
感温素子３－１、…、３－１６の電気抵抗値に応じてヒータ３２への通電量を制御してい
るので、感温素子３－１、…、３－１６の電気抵抗値に応じて風速算出することに変わり
はない。
【符号の説明】
【００７８】
１　　　　　　　　　　　　　　　風向風速計
２　　　　　　　　　　　　　　　熱伝導体
３－１、…、３－１６　　　　　　感温素子
６　　　　　　　　　　　　　　　配線
２０　　　　　　　　　　　　　　本体部
１０１　　　　　　　　　　　　　分子接合層
１０２　　　　　　　　　　　　　導電材層
１０３　　　　　　　　　　　　　金属層
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